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２．２ プレート固着・すべり分布のモニタリングシステムの構築   

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「プレート固着・すべり分布のモニタリングシステムの構築」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

東北大学大学院理学研究科 

准教授 

教授 

助教 

技術専門職員 

技術専門職員 

技術専門職員 

技術専門職員 

技術専門職員 

学術研究員 

技術補佐員 

技術補佐員 

太田 雄策 

日野 亮太 

東 龍介 

鈴木 秀市 

平原 聡 

中山 貴史 

出町 知嗣 

海田 俊輝 

佐藤 真樹子 

平岡 恵美子 

小鳥谷 久美子 

東北大学災害科学国際研究所 

東北大学災害科学国際研究所 

教授 

助教 

木戸 元之 

富田 史章 

海洋研究開発機構 

海洋研究開発機構 

海洋研究開発機構 

主任研究員 

研究員 

ﾎﾟｽﾄﾄﾞｸﾄﾗﾙ研究員 

飯沼 卓史 

縣 亮一郎 

ﾗｲﾑﾝﾄﾞ ﾌﾟﾗﾀ-ﾏﾙﾃｨﾈｽ 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所 

教授 

教授 

教授 

准教授 

助教 

技術専門職員 

技術専門職員 

技術専門職員 

技術専門職員 

技術職員 

篠原 雅尚 

小原 一成 

塩原 肇 

望月 公廣 

悪原 岳 

阿部 英二 

田中 伸一 

増田 正孝 

宮川 幸治 

橋本 匡 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

准教授 

助教 

伊藤 喜宏 

山下 裕亮 

  

(c) 業務の目的 

南海トラフにおける巨大地震震源域の様々な時間帯域におけるプレート間固着・すべ

りの現状把握を実現し、情報発信するために、現実的な３Ｄ構造モデルに基づいた、プ

レート境界及び分岐断層等の海域断層を含めた固着・すべりを、３Ｄ構造モデルの不確
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実性を含む、推定の曖昧さとともに定量化するシステム開発を行う。同システムにはプ

レート境界以外の断層も含む３Ｄ構造モデルに基づいた、地下の断層におけるすべりと

地表及び海底での地殻変動を結びつけるグリーン関数を組み込む。さらに３Ｄ構造モデ

ルに不均質粘弾性構造を追加したグリーン関数を導入する。これによって、プレート境

界におけるすべり遅れの蓄積、地震時のすべり及びゆっくりすべり等の時空間分布を迅

速かつ精度よく把握するとともに、その推定誤差を定量的に提示し、情報発信できるシ

ステムのプロトタイプを実現する。加えて分岐断層等のプレート境界以外の海域断層も

考慮に入れた推定を試みるとともに、広帯域海底地震観測により、プレート境界浅部に

おけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動の詳細な時空間把握を行う。３Ｄ構

造モデルが更新されれば、それに追随してグリーン関数を修正して随時再解析を行う。

これらのうち、プレート境界及び分岐断層等の海域断層を含めた固着・すべりの推定の

曖昧さを含めた推定技術については、国土地理院が別途進めている「南海トラフ沿いの

巨大地震発生に対応するための高精度な地殻活動把握手法の研究開発」と密接に連携す

る。また、地震時すべり分布の即時推定については、国土地理院で運用している REGARD 

(電子基準点リアルタイム解析システム) への技術移転を念頭に置いた開発を行う。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1）令和２年度： 

正確な地殻変動の再現を目指し、現実的な３Ｄ構造モデルを用いたグリーン関数の

構築を行うために、３Ｄ構造モデルに基づくグリーン関数の計算を行った。推定され

た断層すべりが持つ誤差を定量評価するための手法の枠組みを得るために、プレート

間固着・すべり分布推定の誤差を定量評価する手法の開発を開始した。また、南海ト

ラフプレート境界浅部におけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動の詳細な

時空間把握を目指し、南海トラフ中西部における長期海底地震観測を開始した。 

2）令和３年度： 

正確な地殻変動の再現を目指し、現実的な３Ｄ構造モデルを用いたグリーン関数の

構築及び改良を行った。推定された断層すべりが持つ誤差を定量評価するための手法

の開発を継続した。また、南海トラフプレート境界浅部におけるスロー地震活動や非

プレート境界の地震活動の詳細な時空間把握を目指し、広帯域長期海底地震観測を継

続した。 

 3）令和４年度： 

プレート境界以外の断層面が地震間や地震時の地殻変動に与える影響を評価するこ

とを目指し、分岐断層でのすべりによる地表・海底における変位グリーン関数を得た。

構築した３Ｄ構造モデルの不確実性が固着・すべり分布推定に与える影響について予

察的知見を得た。推定された断層すべりが持つ誤差を定量評価するための手法の開発

を継続した。粘弾性構造を考慮した地殻変動場の再現を目指し、３Ｄ粘弾性構造モデ

ルに基づいたグリーン関数の作成に着手した。さらに、南海トラフプレート境界浅部

におけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動の詳細な時空間把握を目指し、

広帯域地震観測データを得るとともに、浅部プレート境界における固着状況の把握・

モデル化について予察的な知見を得た。 
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4）令和５年度： 

プレート境界以外の断層面が地震間や地震時の地殻変動に与える影響を評価するこ

とを目指し、内陸断層を含めた構造モデルでのグリーン関数を得るとともに、プレー

ト境界と内陸断層におけるすべり・固着分布を同時推定した結果を得る。構造モデル

等の不確実性が固着・すべり分布推定に与える影響について知見を得る。前回の南海

トラフ地震以降のすべり遅れの蓄積並びに現在の応力状態とその不確かさについて知

見を得る。さらに、南海トラフプレート境界浅部におけるスロー地震活動や非プレー

ト境界の地震活動の詳細な時空間把握を目指し、広帯域地震観測データを得るととも

に、浅部プレート境界における固着状況の把握・モデル化について知見を得る。 

5）令和６年度： 

内陸断層及びプレート境界における固着・すべりの履歴を同時推定した結果を得る。

開発を進めた誤差の定量評価付きプレート間固着・すべり分布即時推定手法を、REGARD

へ技術移転するために必要な情報を得る。南海トラフ中西部における長期観測型海底

地震観測データの取りまとめと、それを用いた浅部プレート境界における固着状況の

把握・モデル化についてまとめの知見を得る。 

 

(e) 令和４年度業務目的 

正確な地殻変動の再現を目指し、現実的な３Ｄ構造モデルを用いたグリーン関数の構築

及び改良を行う。具体的には海域の分岐断層におけるグリーン関数をこれまでの知見に基

づいて構築する。推定された断層すべりが持つ誤差を定量評価するための手法の開発を継

続する。具体的には、すべり分布を安定的に推定するための正則化拘束の高度化を行う。

また、南海トラフプレート境界浅部におけるスロー地震活動や非プレート境界の地震活動

の詳細な時空間把握を目指し、広帯域地震観測を継続しつつ、回収データに対して予備的

な解析を実施する。 

 

 

(2) 令和４年度の成果 

①固着・すべり状態の変化による地殻変動の計算 

(a) 業務の要約 

プレート境界におけるすべり遅れの蓄積や、地震時のすべり、スロースリップなど

の時空間分布を迅速かつ精度よく把握するシステムの構築を実現するため、地殻変動

データからプレート間の固着・すべり分布を推定するうえで必要となる、地下の断層

におけるすべりと地表及び海底での地殻変動を結びつけるグリーン関数を、現実的な

３Ｄ構造モデルに基づいて計算する。 

本年度は、上記目的達成のため、プレート境界以外の断層におけるすべりが地表に

もたらす変形を定量的に評価できるようにするために、昨年度構築した全国一次地下

構造モデルにできうる限り忠実に従った有限要素法モデルの中に分岐断面を設定し、

変位応答グリーン関数の計算を実施した。 

また、昨年度計算した現実的な３Ｄ構造モデルに基づくプレート境界での固着・す

べりに対するグリーン関数を用いたプレート間固着域の推定を試行した。 
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(b) 業務の実施方法 

トラフ軸に近い浅部プレート境界周辺には、プレート境界から分岐してトラフ軸よ

りも陸側の海底に至る断層がいくつも存在している。海洋研究開発機構がこれまでに

実施してきた地震波構造探査の結果 1,2 など)から、このような分岐断層のうち空間的な

連続性が強く見られるとともに海底地形に大きく影響しているとみられる面を、地震

時にすべりを起こす可能性が高い「分岐断層」として選択した。構造探査測線それぞれ

において、プレート境界から分岐断層が枝分かれする位置と分岐断層が海底面に達す

る位置を目視で読み取り、分岐断層の下端及び上端を決定した。これらをつないで分

岐断層面モデルを構築し（図２－２－①―１）、この面でのすべりに対する変位応答グ

リーン関数の計算を実施することとした。 

また、昨年度計算した現実的な３Ｄ構造モデルに基づくプレート境界での固着・す

べりに対するグリーン関数を使用し、プレート間固着域の推定を実施した。Tomita et 

al. (2022)3)の構築した逆解析手法を、Nishimura et al. (2018)4)が用いた陸上 GNSS

観測及び海底 GNSS-A 観測に基づく西南日本の変位速度場に対して適用し、プレート境

界におけるすべり欠損分布とその誤差分布の推定を、海陸の地殻変動データの重みパ

ラメターの最適化と同時行った。 

 

(c) 業務の成果 

昨年度作成した全国一次地下構造モデルに基づく有限要素法計算のためのメッシュ

の中に分岐断層をすべり面として設定したうえで、スプライン関数を基底として表現

された分岐断層面における単位すべり分布に対する、地表面での変位応答の計算を地

球シミュレータ上で実施した（図２－２－①―２）。スプライン関数を配置する位置を

変えていき、走向方向及び傾斜方向の単位すべりそれぞれに対するグリーン関数を得

た（図２－２－①―３）。また、昨年度と同様、作成した DEM データをそのまま用いた

場合、複数の層の物性値を一つにまとめた場合、及び、すべての層の物性値を同じにし

た場合について計算を行い、物性の与え方によるグリーン関数の違いを把握できるよ

うにした。 

南海トラフ沈み込み帯のプレート境界面上におけるすべり欠損分布を誤差の分布と

ともに推定した（図２－２－①―４）。現実的な３Ｄ構造モデルに基づくグリーン関数

を用い、また、海陸のデータの重みを自動的に最適化する手法を用いた結果、内陸のブ

ロック運動を考慮せずとも、ある程度妥当なすべり欠損分布を推定することができた。 
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図２－２－①－１ 南海トラフ沿いの構造探査測線（黒実線・緑実線）に沿って取得され

た構造断面から構築した分岐断層面。等深線は 300m 間隔。各測線において読み取った分

岐断層の上端（海底面と分岐断層面の交点）及び下端（プレート境界面と分岐断層面の交

点）の位置を赤丸及び青丸で示した。測線の位置を含め背景の地図は Nakamura et al. 

[2022]からの抜粋。 
 

 

図２－２－①－２ 構築した分岐断層面上に配置したスプライン関数のノード配置（計

134 点）。それぞれの位置に頂点を持つスプライン関数で走向・傾斜方向のすべり分布を

与えて地表・海底での変位を計算し、グリーン関数を得た。 
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図２－２－①－３ 図２－２－①－２の 41（上段）と 81（下段）のノードに傾斜方向の

すべりを与えた場合の地表・海底での変位。左は水平成分、右は上下成分を示す。 

 

  

図２－２－①－４ 海陸の観測点における変位速度から推定したすべり欠損レート（SDR; 

Slip Deficit Rate）の分布（左）と、地図中のＡ～Ｄ各点での推定すべり欠損値の頻度

分布（右）。左図の黒矢印が入力した観測値、緑矢印が推定されたすべり欠損分布からの

計算値。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

本業務により、精密な３Ｄ構造モデルに基づいた有限要素法モデルを用いてプレー

ト境界面に加えて南海トラフ近傍の分岐断層面における固着・すべり分布の把握する

ために必要なグリーン関数を整備することができた。次年度、今回計算したグリーン

関数を用いた解析を実施して、現状の海陸の観測網で取得されうる地殻変動データに

よる、プレート境界と分岐断層におけるすべりの識別可能性を検討する。 

本年度推定したプレート間のすべり欠損分布については、次年度早急に論文による

公表を行うが、誤差の推定結果の可視化や今後新しい変位速度場データが得られた際

に随時再推定を行うシステムの構築を検討する必要がある。 
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(f) 成果の論文発表・口頭発表等 

１）学会等における口頭・ポスター発表 

発表した成果（発表題

目、口頭・ポスター発表

の別） 

発表者氏名 発表した場所 

（学会等名） 

発 表 し た

時期 

国内・

外の別 

Slip deficit rate 

and slow earthquake 

distribution at the 

Nankai Trough (ポス

ター) 

Plata-Martínez 

R. O.  

T. Iinuma  

F. Tomita  

T. Nishimura  

R. Agata  

T. Hori 

AGU 2022 Fall 

Meeting 

2022.12 国外 
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２）学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 
 

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1）特許出願 

なし 

2）ソフトウエア開発 

なし 

3）仕様・標準等の策定 

なし 

 

 

②固着・すべり分布の即時推定 

(a) 業務の要約 

南海トラフにおける巨大地震震源域の様々な時間帯域におけるプレート間固着・すべり

の現状把握を実現し、情報発信するために、現実的な３Ｄ構造モデルに基づいた、プレー

ト境界及び分岐断層等の海域断層を含めた固着・すべりを、３Ｄ構造モデルの不確実性を

含む、推定の曖昧さとともに定量化するシステム開発を行う。 

上記目的を達成するために本年度は、推定された断層すべりが持つ誤差を定量評価する

とともに、その推定において断層すべりが自己相似性を持つという先験情報を反映させる

ための技術開発を実施した。さらに、本プロジェクトで構築を進めてきた三次元のグリー

ン関数(３Ｄグリーン関数)を用いた、正確な地殻変動場の再現を実現するための数値実験

による評価を行った。また令和５年２月 13 日に REGARD の開発・運用を行っている国土地

理院測地観測センター電子基準点課と打ち合わせを行ない、本研究課題の進捗状況につい

ての報告及び議論を行った。 

 

(b) 業務の実施方法 

プレート間の固着、すべりを限られた測地観測データから推定するとき、得られた断層

すべりには大きな推定不確実性が内在する。特に断層すべり分布を求める際には、離散化

した小断層の数が使用するデータ数よりも大きい劣決定問題であることが多い。こうした

問題を安定して解くためには先験情報などに基づいた制約により、問題を正則化する必要

がある。正則化の手法として、ラプラシアン平滑化が最もよく用いられる。これはすべり

の空間２階微分の L2 ノルム最小化を条件とする拘束であり、断層面上でのすべり量の変

化率を最小化することで平滑化されたすべり分布を獲得できる。同平滑化は、断層上の隣

接する場所で応力降下量が極端に異なった値を取らないという先験情報をラプラシアンと

いう形で数学的に表現したものとも言い換えられる。一方、ラプラシアン平滑化を含む L2

ノルム平滑化拘束では、すべりが生じていない小断層でも微小なすべりを推定する特徴が

あるとの報告 1）もある。また、断層すべりが自己相似性を持つという特徴を活用した拘束

手法も存在する。Mai and Beroza (2002)2)では、さまざまな地震において推定されたすべ

り分布モデルを解析し、それらが von Karman の自己相関関数によって近似される自己相
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似性を持つことを示した上で、さらに既往地震のすべり分布をコンパイルすることで、von 

Karman の自己相関関数におけるハイパーパラメータである相関距離とハースト指数のマ

グニチュードに対するスケーリング則を構築している。また、Amey et al. (2018)3) では、

同スケーリング則に従う von Karman の自己相関関数を正則化拘束に用いるすべり分布推

定手法を開発した。一方、同スケーリング則の構築においてはマグニチュードが８を超え

る巨大地震がほとんど含まれていないことなど、スケーリング則自体に大きな不確実性が

含まれている。 

こうした背景のもと、本年度は von Karman の自己相関関数による制約を与えたすべり

分布推定において、これまでハイパーパラメータとして扱われていた相関距離も同時推定

する手法を開発した。同問題は、複数の非線形パラメータを同時に推定することになる。

そのため、開発した手法ではベイジアン逆解析を採用した。さらにパラメータ数の増加に

ともなう収束性の悪化を克服するために、サンプリング手法として Hamiltonian Monte 

Carlo 法 (HMC 法)を採用した。開発した手法の妥当性を検証するために、まず相関距離を

走向方向に 100km、 傾斜方向に 50km と仮定したすべり分布を作成した。この時、傾斜角

は 10 度とし、低角逆断層型のプレート境界型地震を仮定した。相関距離を同時推定するこ

とを目的としたため、この数値実験では観測点を 10km 間隔で満遍なく配置した。また、実

際の南海トラフでの巨大地震に近い検証として、1707 年宝永地震の地震時すべり（図２－

２－②－１）を想定したデータセットに対しても適用し、その制度評価を行った。なお、

ここで仮定した地震時すべり分布は必ずしも von Karman の自己相関関数に従うすべり分

布ではない。そのため、相関距離の比較においては、Mai and Beroza (2002)が構築したス

ケーリング則から計算される相関距離の値をその比較対象として用いた。 

また、これまでに本プロジェクトで構築を進めてきた三次元のグリーン関数(３Ｄグリ

ーン関数)を用いた、正確な地殻変動場の再現を実現するための数値実験による評価を行

った。具体的には 1707 年宝永地震の地震時すべりを参考に３Ｄグリーン関数によって地

表面変位を計算し、それにノイズを加えた後、均質半無限弾性体のグリーン関数 5)によっ

てすべり分布の復元を試みた。推定においては、上で述べた von Karman の自己相関関数に

よる正則化拘束を適用した HMC 法によるサンプリングを用いた。これによって、現実を反

映していないグリーン関数を用いた場合にどのような偽像が出現しうるかについて定性的

な評価を行った。 

また令和５年２月 13 日に REGARD の開発・運用を行っている国土地理院測地観測センタ

ー電子基準点課と打ち合わせを行ない、本研究課題の進捗状況についての報告及び議論を

行った。 

 

(c) 業務の成果 

図２－２－②－２に相関距離を仮定して作成した地震時すべり分布を開発した手法で、

相関距離を含めて同時推定した結果を示す。本手法では HMC 法によるサンプリングを行っ

ているため、結果は事後確率分布の最頻値に基づいて描画している。結果及び真値との残

差分布を見ると、得られた最頻値モデルは与えたすべりをよく説明していることが分かる。

また、同時に推定した相関距離の事後確率分布(図２－２－②－３)を見ると、与えた相関
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距離の値をピークに含むような結果が得られている。この結果は、これまでハイパーパラ

メータとして扱ってきた相関距離を同時推定できることを示す結果である。 

図２－２－②－４に 1707 年宝永地震の地震時すべりを想定したデータセットに対して、

開発した手法を適用して推定された地震時滑り分布を示す。結果及び真値との残差分布を

見ると、得られた最頻値モデルは与えたすべりをよく説明する。また、同時推定した相関

距離の事後確率分布（図２－２－②－５）を見ると、走向方向についてはスケーリング則

が最頻値に近いところに位置しているのに対し、傾斜方向についてはスケーリング則の値

よりも大きな値に最頻値が位置することが分かった。この原因としては、Mai and Beroza 

(2002)によるスケーリング則自体がマグニチュード８を超えるイベントをほとんど含まな

い形で構築されていること、プレート境界型地震ではプレートの沈み込み角度などによっ

て地震発生層の幅などが沈み込み帯毎に大きく異なることなど、スケーリング則自体の不

確実性を反映している可能性があると考えている。一方、今回の検証では陸域のみに観測

点が存在し、海溝軸近傍のすべりに対する感度が低い。すなわち、推定される相関距離は、

データが分解できるすべりの空間解像度を反映している可能性がある。今後、推定される

相関距離の妥当性や物理的な意味などの検討が必要であると考える。 
図２－２－②－６に 1707 年宝永地震の地震時すべりを参考に３Ｄグリーン関数によっ

て地表面変位を計算し、それにノイズを加えた後、均質半無限弾性体 (Okada, 1992)のグ

リーン関数によってすべり分布の復元を試みた結果を示す。観測点配置による推定結果へ

の影響を除去するために、観測点を海域にも稠密に配置した結果を見ると、地震時すべり

の大きな領域の深部延長に負のすべりが生じていることが分かる。これは仮定したすべり

分布では与えていないものであり、現実から乖離したグリーン関数を用いることで生じた

虚像であると考えられる。すなわち、正確なすべり分布の推定には、正確なグリーン関数

の使用がきわめて重要であることが改めて明らかになった。 

令和５年２月 13 日に REGARD の開発・運用を行っている国土地理院測地観測センター電

子基準点課と打ち合わせを行ない、本研究課題の進捗状況についての報告及び議論を行う

ことで、本プロジェクトで開発する技術の方向性について明確化することができた。 

 

 

 

図２－２－②－１ 仮定した 1707 年宝永地震の地震時すべり分布。青い三角は仮定した

GNSS 観測点の位置を示す。 



40 

 

 

図２－２－②－２ 推定されたすべり分布(最頻値を使用) （上段）と仮定したすべりと

の残差（下段）。 
 

 
図２－２－②－３ 推定された相関距離。左図：走向方向の相関距離の事後確率分布。右

図：傾斜方向の相関距離の事後確率分布。図中の破線は仮定した相関距離の値を示す。挿

入値は上から平均値、中央値、最頻値、95%信用区間幅をそれぞれ示す。  
 
 

 
図２－２－②－４ 開発した手法で推定されたすべり分布 (左図) と仮定したすべりとの

残差 (右図)。 
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図２－２－②－５ 推定された相関距離。左図：走向方向の相関距離の事後確率分布。右図：

傾斜方向の相関距離の事後確率分布。図中の破線は Mai and Beroza (2002)によって構築

されたスケーリング則に基づく相関距離の値を示す。挿入値は上から平均値，中央値，最頻

値，95%信用区間幅をそれぞれ示す。  
 

 
図２－２－②－６ ３Ｄグリーン関数に基づいて計算した地殻変動場から、均質半無限媒

質を用いて推定した地震時すべり分布。地震時すべりの深部延長を中心として負のすべり

が生じていることが分かる。 
 

(d) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフにおける巨大地震震源域の様々な時間帯域におけるプレート間固着・すべり

の現状把握を実現し、情報発信するために、現実的な３Ｄ構造モデルに基づいた、プレー

ト境界及び分岐断層等の海域断層を含めた固着・すべりを、３Ｄ構造モデルの不確実性を

含む、推定の曖昧さとともに定量化するシステム開発を行った。具体的には、推定された

断層すべりが持つ誤差を定量評価するとともに、その推定において断層すべりが自己相似

性を持つという先験情報を反映させるための技術開発を実施し、その精度検証を、数値実

験を中心として実施した。その結果、従来ハイパーパラメータであった相関距離も含めて

同時推定することに成功した。さらに、本プロジェクトで構築を進めてきた三次元のグリ

ーン関数(３Ｄグリーン関数)を用いた、正確な地殻変動場の再現を実現するための数値実

験による評価を行った。今後は、３Ｄグリーン関数を用いつつ、開発した手法を実データ

等へ適用することで、プレート間のすべり・固着状態をどの程度把握できる能力があるの

かについて、定量評価が必要である。 
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③ 浅部プレート境界の固着状態の推定 (広帯域地震観測) 

(a) 業務の要約 
浅部スロー地震活動はプレート境界浅部におけるプレート間固着状態を把握する上

で有用な指標の１つである。本研究では浅部スロー地震活動が活発な南海トラフ中西部

において広帯域海底地震観測によりプレート境界浅部におけるスロー地震活動の詳細

な時空間把握を行う。また、プレート境界からの分岐断層付近に代表される非プレート

境界域における地震活動の時空間把握も行う。観測より得られるこれらの地震活動の時

空間変化を、現実的な３Ｄ構造モデルに基づいた、プレート境界及び分岐断層等の海域

断層を含めた固着・すべりを、３Ｄ構造モデルの不確実性を含む、推定の曖昧さととも

に定量化するシステム開発に役立てる。 
本年度は、上記目的達成のため、南海トラフ西部に位置する日向灘に昨年度設置した

海底地震計 10 台の回収を行った。また、新規の固有周期 120 秒の広帯域地震計を搭載

した海底地震計用レベリング装置３台の整備を行い、長期観測可能な海底地震計を９台

設置して観測を継続した。これらのうち、８台は小型広帯域海底地震計である。回収し

た海底地震計には良好なデータが取得されていた。今回の観測期間中には目立ったスロ

ー地震活動は発生していなかったものの、観測網の直下を含む複数の地震活動が取得さ

れていることを確認した。 
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(b) 業務の実施方法 
南海トラフ中西部域ではトラフ近傍のプレート境界浅部域においてスロー地震の発

生が確認されており、特に海底観測によって活動特性が明らかになりつつある 1,2,3)。こ

れらの浅部スロー地震活動の時空間変化はプレート間固着状態を反映していると考え

られる。また、浅部スロー地震のうち、浅部低周波微動に関しては時間と共に発生領域

が移動するマイグレーション現象が確認されている 3)。これらは短期的なスロースリッ

プの発生を示唆しており 3)、南海トラフ中部域においては孔内間隙水圧観測の変化から

もスロースリップの発生が推定されている 2)。浅部超低周波地震は波形解析からプレー

ト境界地震と同様の発震機構であることが明らかになっており 1)、浅部低周波微動と浅

部超低周波地震が同期発生していることも明らかになっている 3)。これらの異なる周波

数帯域を持つ地震活動特性を総合的に理解するためには、海底で発生する地震の震源近

傍での広帯域観測が必要不可欠である。南海トラフ中西部では１年～数年間隔でマイグ

レーション現象を伴う比較的規模の大きな浅部スロー地震活動が発生しており、本研究

期間中にも複数回の浅部スロー地震活動が発生することが期待される。南海トラフ域で

は、過去の地震の震源域内にプレート境界からの分岐断層が存在することが明らかにさ

れ 4)、地震発生様式やプレート間固着への影響が議論されている。そこで、浅部スロー

地震活動と非プレート境界域における地震活動の詳細な時空間変化を明らかにするこ

とを目的として、南海トラフ中西部の浅部スロー地震震源域周辺に通常の地震から浅部

低周波微動、超低周波地震まで観測できる広帯域海底地震計を含めた稠密観測網を構築

することとした。 
 

(c) 業務の成果 
南海トラフ中西部のプレート境界浅部におけるスロー地震活動と非プレート境界域

における地震活動の詳細な時空間把握が本研究業務の目的である。これらの結果は、３

Ｄ構造モデルに基づいたプレート境界及び分岐断層等の海域断層を含めた固着・すべり

を定量化するシステム開発に寄与する。本年度は、固有周期 120 秒の広帯域地震計

（Nanometrics社 Trillium Compact）を搭載した海底地震計レベリング装置を導入して、

小型広帯域海底地震計 5)３台の整備を行った。その後、南海トラフ西部に位置する日向

灘に昨年度設置した海底地震計 10 台の回収を行うとともに、本年度整備した３台のレ

ベリング装置付き小型広帯域海底地震計に加え、固有周期 120 秒の小型広帯域海底地震

計５台、固有周波数 1Hz の地震計を搭載した長期観測型海底地震計 1 台の計９台の海底

地震計を新たに設置して、観測を継続した(図２－２－③－１～２、写真２－２－③－１

～６、表２－２－③－１)。 
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図２－２－③－１ 回収した海底

地震計位置 
令和３年度に設置され、令和４年度

に回収した長期観測型および小型

広帯域海底地震計 10 台の位置。青

丸は長期観測型海底地震計、赤丸は

小型広帯域海底地震計を示す。な

お、図中のコンターは 1000m 間隔の

等水深線である。 
 

図２－２－③－２ 設置した海底地震

計位置 
令和４年度に設置された長期観測型お

よび小型広帯域海底地震計 10 台の位

置。青丸は長期観測型海底地震計、赤

丸は小型広帯域海底地震計を示す。こ

れらの海底地震計は、例 s５年度に回

収予定である。なお、図中のコンター

は 1000m 間隔の等水深線である。 
 

写真２－２－③－１ 観測に使用した

研究船「第三開洋丸」 
写真２－２－③－２ 観測船に搭載さ

れた海底地震計 
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表２－２－③－１ 海底地震計設置位置 

観測点名 
緯度 経度 水深 備考 

度 分 度 分 ｍ  

NK2202 31 10.73 132 26.13 2839 CBBOBS(120) 

NK2203 31 23.11 132 31.09 2458 CBBOBS(120) 

NK2204 31 29.73 132 44.88 2915 CBBOBS(120) 

NK2205 31 14.85 132 47.60 3456 CBBOBS(120) 

NK2206 31 07.77 133 04.42 4589 CBBOBS(120) 

NK2207 31 22.85 133 01.86 3584 LOBS 

NK2208 31 37.25 132 59.83 2779 CBBOBS(120) 

NK2209 31 27.44 133 19.12 4870 CBBOBS(120) 

NK2215 31 39.60 132 28.77 2454 CBBOBS(120) 

写真２－２－③－３ 今回新たに整

備した小型広帯域海底地震計と海底

地震計設置前準備作業 

写真２－２－③－４ 海底地震計投入 
 

写真２－２－③－５ 海底地震計回収 写真２－２－③－６ 回収された海底地震計 
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備考欄の LOBS は固有周波数 1Hz の速度型地震計を搭載した長期観測型海底地震計、

CBBOBS は小型広帯域海底地震計で、120 は固有周期 120 秒の広帯域地震計を搭載している

ことを示す。座標値は着底後の音響測量によって求められた着底位置である。  
 

設置及び回収作業には、海洋エンジニアリング株式会社所属の第三開洋丸（2022 年８月

10 日宮崎港出港、同年同月 13 日宮崎港帰港）を使用した。なお、一部の回収作業は長崎

大学練習船「長崎丸」を用いて行われた（2022 年８月２日実施）。本年度は昨年度よりプ

レート境界浅部域におけるプレート間固着状況の把握に着目し、2015 年５月～７月にか

けて浅部低周波微動・超低周波地震活動が確認されている日向灘のスロー地震活動域付近

を観測対象域とした観測網を維持した。海底地震計の設置間隔は 20～30 km とし、特にト

ラフ軸周辺における活動の有無を確認できるような観測網を構築している。同領域には別

プロジェクト (文部科学省  災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画 (第２次 ) 
課題番号 DPRI016))により展開されている海底地震観測網と連携可能となるように観測点

を配置した。回収した海底地震計には良好なデータが取得されていた。今回の観測期間中

には目立ったスロー地震活動が発生していなかったが、回収された海底地震計記録は良好

であり、通常の地震が記録されていることを確認した(図２－２－③－３)。 

 
図２－２－③－３ 海底地震計による通常の地震記録例 

 
観測網直下で発生した地震の海底地震計記録。９点分の上下動記録を示している。周波数

フィルターは施していない。気象庁による震源決定では、震源時は 2022/05/04 

05:32:18.77 (日本時間)であり、震央は、東経 132.4347 度、北緯 31.2127 度、震源の深

さは 63.72km、マグニチュードは 2.9 である。 
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本年度は、観測対象域において、2014 年以降に実施された海底地震観測のデータを利

用して、設置された海底地震計の方位を Rayleigh 波粒子軌跡の解析から推定した 11)。

その結果、広帯域海底地震計（BBOBS）の大半が 5°以下、長期観測型海底地震計（LTOBS）

の約半数で 12°以下であったが、推定誤差が 20°以上となる LTOBS 観測点が見られた。

推定誤差の大きい観測点は水深が 2,200m から 2,600m の範囲に設置されており、水深が

浅いほど推定誤差が大きい結果となった。海洋 infragravity 波と雑微動のパワースペ

クトル密度の関係や、海洋におけるノイズ源との比較・考察より、LTOBS の方位推定誤

差の水深依存性は、海底流が Rayleigh 波の水平動成分の SN 比を下げるとともに、コン

プライアンスノイズが Rayleigh 波の上下動波形自体を歪めた結果であることを推察し

た。本研究の結果は、Rayleigh 偏向波解析 12)による方位推定誤差が海底の環境雑微動

レベルの指標となり得ることを実証した形となり、本プロジェクトで行われている海底

地震観測においても、水深依存性を持つ海底背景ノイズレベルが表面波や雑微動を用い

た解析に影響を与える可能性を示唆した。 
 

(d) 結論ならびに今後の課題 
新たに固有周期 120 秒の広帯域地震計を搭載した海底地震計用レベリング装置３台

の整備を行った。日向灘において、昨年度設置した海底地震計 10 台の回収を行うとと

もに、整備した小型広帯域海底地震計を含めた計９台の長期観測可能な海底地震計の設

置を行い、観測を継続した。回収した海底地震計には良好なデータが取得されていたが、

今回の観測期間中には目立ったスロー地震活動は発生していなかった。今年度設置した

海底地震計は、海底地震計耐圧容器内の記録媒体にデータ収録されるため、データ取得

には次年度以降の海底地震計回収作業が必須である。今回は回収し得られたデータをも

とに、プレート境界及びその周辺で発生していると考えられる通常の地震を主として、

スロー地震を含めた地震活動を把握し、浅部プレート境界域における解析を実施する。

地震活動の詳細な時空間把握のためには、継続的な観測ならびにスロー地震の帯域まで

記録可能な機材による観測が重要である。次年度以降においても、広帯域海底地震計を

含めた海底観測網を構築し、観測を実施する予定である。そのため、新たにレベリング

装置付き小型広帯域海底地震計の整備を行うことも計画している。さらに、観測対象域

において、2014 年以降に実施された海底地震観測のデータを利用して、Rayleigh 偏向

波解析による方位推定誤差が海底の環境雑微動レベルの指標となり得ることを実証し

た。 
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